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緊急事態宣言延長に伴う南風原町地域産業支援金交付申請書

私は、新型コロナウイルス感染症に伴う緊急事態宣言延長に起因して、経営の安定に支障が生じておりますので、緊急事態宣言延長に伴う南風原町地域産業支援金交付要綱第４条の規定により、次のとおり関係書類を添えて交付申請します。

記

１　申請する事業所について　
	フリガナ
	

	事業所名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	事業所所在地
	南風原町　字



２　添付書類
(１)　確定申告書又は住民税申告書等の写し
(２)　申請者又はその代表者が本人と確認できる書類の写し
(３)　口座番号、口座名義人名、名義人フリガナが確認できる通帳等の写し
(４)　収入が減少していることが分かる書類の写し
(５)　町内に事業所を有した時期を示す書類等の写し
(６)　その他町長が必要と認める書類

３　中小企業等（小規模企業・小企業含む）の該当について
≪注意≫チェックが無い場合、給付対象となりません。
□　令和２年12月１日現在、以下の中小企業基本法第2条第1項に掲げる①～④のいずれか（中小企業の定義）に、該当することを誓約します。
　　※申請者である「事業所」（法人の場合は本店機能を有する会社）と「店舗」が異なる場合は、「事業所」が定義に該当するか確認をお願いします。
	①製造業、建設業、運輸業、その他の業種（②～④に該当しない業種）を主たる事業として営み、以下の１つ以上に該当する。
資本金の額又は出資総額が3億円以下・常時使用する従業員数が300人以下

	②卸売業を主たる事業として営み、以下の１つ以上に該当する。
資本金の額又は出資総額が1億円以下・常時使用する従業員数が100人以下

	③サービス業を主たる事業として営み、以下の１つ以上に該当する。
資本金の額又は出資総額が5千万円以下・常時使用する従業員数が100人以下

	④小売業を主たる事業として営み、以下の1つ以上に該当する。
資本金の額又は出資総額が5千万円以下・常時使用する従業員数が50人以下



４　誓約事項
　緊急事態宣言延長に伴う地域産業支援金を交付申請するにあたり、下記事項について誓約します。
　≪注意≫チェック漏れがある場合、給付対象となりません。
□　うちなーんちゅ応援プロジェクト（沖縄県感染拡大防止対策協力金）の対象事業者ではありません。
□　南風原町内に事業所を有しており、今後も事業を継続していく予定です。
□　南風原町への町税等（住民税、固定資産税、軽自動車税、町法人税、国民健康保険税、後期高齢者医療保険料）の滞納はありません。また町が申請者について必要な税務情報等の公簿等の確認を行う事に同意します。
□　風営法に規定する、性風俗関連特殊営業、当該営業に係る接客業務受託営業に属する業種に該当しません。
□　暴力団または暴力団員のいずれにも該当しません。
□　その他、虚偽の申請、不正な行為は行っていません。それらが判明した場合には、支援金の返還等、南風原町の指示に従います。

５　支援金振込口座（※口座名義人は事業者又はその代表者のみとなります）
	金融機関名
	
	支店名
	

	種目
	普通　・　当座
	口座番号
	

	フリガナ
	

	口座名義人
	



